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都市の「スポンジ化」を防ぐ

• 人口減少の影響は、すでに現れはじめている
➤働き手不足、空き家の増加、郊外住宅価格の下落、コンビニ売上高の
飽和・・・

• 人口減少が進むと、都市は「スポンジ化」する
➤都市外延の縮小／撤退、都市内でのスポンジ化
➤人口減少時代の都市の多くにとっては、自治体消滅よりは、都市のスポ
ンジ化がより大きな課題

• コンパクトシティとは？
➤都市の経済活動の密度を維持しつつ、社会インフラを効率利用し、財政
を健全に保つ

• 「縮退都市(shrinking city)」という概念は、ドイツ由来
➤1970～80年代に産業構造転換で製造業の衰退と工業都市からの人
口流出。北米五大湖周辺の中西部諸都市でも、同じ問題に直面
➤「都市の人口減少」という先進国の共通課題













コンパクトシティへの不安と反発

• 旧東独の人口減少都市における集団移転の事例
• 集団移転の困難
（１）住民同意獲得の困難
（２）中心部に代替地と住宅を用意し、移転費用の補償を行う必要
（３）自治体が、集団移転に十分な資源を投下できない
➤典型的な縮退政策はほぼ失敗が見えている政策

• 「計画の論理」に対する「市場の論理」の勝利

• 郊外にとって不利益となる恐れ／中心部一極集中
への反発

• 縮退化政策は、市民の不安と反発に、真摯に向き
合う必要
➤一気呵成にではなく、漢方薬のように時間をかけて合意形成を図る必要
➤ただし、長期を睨んでいま方向性を定めることが肝要



コンパクトシティ化は成長」に寄与？

• 「縮退化政策＝人口が疎となった地域からの撤退戦略」
ではない
➤規模縮小を図りつつも質の高い成長と生活水準の向上を目指す方途と
理解すべきでは？

• OECD『コンパクトシティ政策』(邦訳版、2013年)は縮退化
を、「グリーン成長」を実現する方途として位置づけ

• 縮退化のメリット
（１）環境改善／エネルギー効率性の改善
（２）経済成長への寄与
（３）市民社会形成への寄与

• 縮退化を、「中心部vs.周辺部」の利害対立に還元すると、
合意形成は困難に
➤縮退化を、新しい経済機会の創出と理解を
➤生み出された果実を、市民が公平に共有できる仕組みが必要



生活の質向上のための空間再編

• 人口減少は、積年の課題を解決し、生活水準を改善する
チャンスでは？

• 開発圧力の減退により開ける可能性
➤空き地・空き家を集約してより大きな居住空間を手にできないか？
➤人々が憩い、集うカフェなどの施設を配した広場空間を創出できないか？
➤公園や緑地面積を増やし、歴史的建築や文化施設を活かしたまちづくりを展開
できないか？

• 放っておけば進行する「スポンジ化」を迎え撃つ「都市空間の
再編」が必要

➤都市の外延は、人口減少に応じて徐々に縮退、その内部でスポンジ化しつつあ
る空間の利用を積極的に促す

• 私有財産制の壁
➤「所有が利用に優越する時代」から、「利用が所有を優越する時代」へ
（１）「所有権」と「利用権」を分離し、利用権の移転を容易にする仕組みの創出
（２）空き家の所有者に、それが立地する地区の維持発展に、住民と同等の責任
を課す仕組みの創出など









縮退化と税収

• 都市縮退化2つのルートで自治体財政に影響
（１）社会資本の新規建設・更新投資を抑制し、歳出の増加要因を取り除く

（２）固定資産税収の増加を通じて歳入増に寄与

• 富山市の場合
➤2015年以降、4年連続で地価上昇

➤市全体で平均0.2％の上昇に対し、富山駅と市内電車環状線周辺の複

数地点で3％台、4％台の上昇

➤ 2012年度と比較して固定資産税と都市計画税の税収は約5％増、約3

億円分の増収

• 縮退化政策で中心市街地の魅力を高める⇒
地価の維持⇒固定資産税の増収



縮退化へ向けた合意形成と自治

• 人口増加時代と異なり、地域間で利害が錯綜
➤人口減少時代における縮退化は、自治の真価を問うプロセスに

• トップダウンではなく、住民が自ら議論に参加し、地域の将来
を決めることが、納得性と正当性を高める

➤住民参加は、必須のプロセスに

• さいたま市の小学校校舎を建て替えの事例
➤他の公共施設の機能を小学校に集約
➤住民代表でワークショップ(「WS」と略す)を組織
➤小学校に複数の地域施設を併設するとの結論
➤参加者は事実上、建物の基本設計までやった
➤WSを通じて、個別利害ではなく全体最適の視点を 獲得

• WSが住民にとって学習機能をもつ
➤「統治する側」の視点も獲得
➤住民自治の力量向上プロセスとして機能

• 縮退化の実践が住民の自治力の涵養につながる可能性



人口減少時代の都市
－成熟型のまちづくりへ－
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